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いる。図 1.1に世界地震分布図（M≧4.0，深さ 100km 以上）を示す。環太平洋地震帯に位
置する日本では，地球上の約 15%の地震が発生し，年間 1000 回近い有感地震が発生すると











（1975～1994 年，国際地震センターISC の資料による） 
図 1.1 世界地震分布（M≧4.0，深さ 100km 以上）1.1） 
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化現象が見え始めている。図 1.3 に日本国内の供用年数 50 年以上の橋数の将来予測，図






図 1.3 供用年数 50 年以上の橋数の将来予測 1.10） 
 
 
図 1.4 橋梁の経過年数比率 1.11） 
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図 1.6 論文の構成 
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学校施設は Is≧0.7 かつ強度指標 CTU・SD ≧0.3（鉄骨の場合 q ≧1.0）とされている。以
下に前述の診断・改修指針 2.1）により判定指標値の Is，CTU・SD 及び q値の定義を示す。 
Is（Seismic Index of Structure）値とは耐震指標の略称である。（Is＝E0×SD×T） 
E0：保有性能基本指標（建物が保有している基本的な耐震性能を表す指標） 




















断方法は，第 1次診断，第 2次診断および第 3次診断の 3種類がある。そのうち，第 1次
診断法は主に柱壁量をチェックする方法であり，簡便手法として使われている。第 2次診
断法鉛直構造部材の確認であり，主に柱・壁の強度と靭性を把握し，耐震性能を判定する。
第 3 次診断法は梁を考慮し，終局時のメカニズムを考えたうえで耐震性を判定する。第 3
次診断法は保有耐力計算方法とほぼ同じ程度のレベルで終局耐力を計算する方法である。
建物の耐震診断は，建物の健康診断である，基本的に既存設計図書に基づき行われる。現
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(a) Resistance relying on strength
Displacement
(b) Resistance relying on strength and ductility
(c) Resistance relying on ductility
Unstrengthened
 










受けた工法である。例えば，柱を補強する SRF 工法 2.5），鋼板内蔵のピタコラム工法 2.6）
など。居ながら耐震補強工事を行い，騒音や工期などの面から在来工法の方より認定工法
の方が良いとも言われている。しかし，認定工法は専門業者しか施工できず，工事 
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表 2.1 耐震補強工法 2.4） 




























費が高い欠点もある。1966 年の十勝沖地震後の耐震補強建物 157 棟の補強方法を調査した
結果は，耐震壁の増設は85%を超えている，柱補強や壁の増設と補強がほとんどである2.7）。
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図 3.1 無線振動計測システム 
 
表 3.1に使用している無線計測システムの仕様を示す。本論の計測では上図に示すよう
なサーボ型 MEMS3 軸加速度センサを接続し，構造物の常時微動から±3000gal まで，幅広
い振動特性を把握することが可能な計測システムとした。ノイズレベルは 300ngrms/√Hz，
分解能は 24bit（100，200sps 時），サンプリング精度±1ppm＠25℃となっており，高性能・
高精度に測定できる。なお，無線通信距離は Bluetooth を用いて最大 100m 程度，同時に 7
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ｻﾝﾌﾟﾘﾝｸﾞ 精度 ±1ppm＠25℃（超高精度 TCXO） 
分解能 24bit(100,200sps 時) 
検出軸 3 軸，同時 AD 変換 AC/DC ｻﾝﾌﾟﾘﾝｸﾞ 
電源 本体充電式,又は USB ｱﾀﾞﾌﾟﾀ 
記録容量 制御 PC に保存 
無線通信 Bluetooth Class1, USB 
時間同期 可 
振動トリガー 不可 
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（加速度波形）             （速度波形） 
 
（変位波形）              （FFT 解析） 
 
（相当震度解析）            （マップ画面） 
 
（リサージュ機能）           （角度解析） 
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（a）有線式計測システム            （b）無線計測システム 
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図 3.4 本システムを用いた振動実験の所要時間 
 
本無線振動計測システムの利便性に対し，行った計測実験中に発生した問題点も挙げら
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ケースが主であり，サンプリング周波数 100Hz として，各ケースにおいて 5～10 分間の計
測を行っている。なお，常時微動計測から得られたデータを 50％オーバーラップさせ 10.24
















比較対象は本無線計測システムを使用しているセンサ A，試作品センサ B 及び日本企業で
開発したセンサ・ユニット一体型センサ Cとする。計測方法として，加振方向の加速度を
捉えるため，入力周波数を 1Hz～20Hz，各加振時間を 20sec の条件で加振した。一例とし
て，図 3.5 に応答加速度波形，図 3.6 にハイパスフィルター0.2Hz を処理した後の変位波
形を示す。同図において，（a）は低周波 1.0Hz，（b）は高周波 10.0Hz の結果を示されて
いる。 
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Sensor A Sensor B
Sensor C
 
（a）20sec 間加速度波形（1.0Hz）    （b）20sec 間加速度波形（10.0Hz） 













































（a）20sec 間加速度波形（1.0Hz）    （b）0.5sec 間加速度波形（10.0Hz） 
図 3.6 変位波形図 
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周波数 1.0Hz として入力した時，加速度センサ A，B，Cは完全に同じ応答波形が認めら
れたが，10.0Hz として入力した時，一体型センサ C は A，B より応答加速度が小さく，波
形は少々ずれていることが見られた。同様に，変位波形図によると，低周波の 1.0Hz は同
じ変位波形，高周波の 10.0Hz はセンサ Cの変位波形がずれていることが分かった。今回は
ハイパスフィルター0.2Hz を採用したが，測定対象および目的に応じて設定する必要があ
















（a）両面テープ取り付け    （b）ボルト固定用ボックス 
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写真 3.3 使用模型の様子および仕様 
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表 3.2 振動計測と固有値解析の比較 
解析方法 
固有周期（sec） 
1 次 2 次 3 次 
振動計測 0.788 0.238 0.135 





















図 3.8 同定した振動モード図の比較 
 





を採用した。レーザ変位計は加振後の変位を測定し，3F と 2F の変位差を算定した。図 3.9
に加振後の 3F と 2F の層間変位を示す。レーザ変位計により得られた層間変位と本無線計 
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3.3) ア ル ニ ッ ク 有 限 会 社 ： RSnetwork Series hardware ，（ 2016.5.10 確 認 ），
http://alnic.jp/RShard.html 
3.4) 杉本浩一，岡田敬一，白石理人，森井雄史：多点移動常時微動計測と伝達関数再構築
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(a) 計測ノイズが有る           (b) 計測ノイズが無い 
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4.3 計測建物の概要 
表 4.1に本研究の計測対象建物の概要を示す。旧耐震基準の建物（昭和 56 年以前の建築
確認）は，平成 7年の阪神・淡路大震災時に大きな被害が発生し，多くの建物が破壊した 
 
表 4.1 対象建築物の概要 
対象建物 A 棟 B 棟 C 棟 
用途 中学校校舎 高等学校校舎 大学校舎 
竣工年 1972 年 1968 年 1981 年 
構造種別 鉄筋コンクリート造 鉄筋コンクリート造 鉄骨鉄筋コンクリート造 
階数 3 階（一部地下階あり） 2 階 地上 8階（地下 1階） 
基礎形式 独立基礎 直接基礎 杭基礎 
構造
形式 
桁行方向 純ラーメン 耐震壁付ラーメン 耐震壁付ラーメン 




桁行方向 鉄骨ブレース，スリット 外付フレーム，鉄骨ブレース 炭素繊維巻き補強 
（目的） （強度増大，靱性改善） （強度増大） （靱性改善） 
梁間方向 増設壁 炭素繊維巻き補強 増設壁，既存壁の増打 
（目的） （強度増大） （靱性改善） （強度増大） 
対象建物 D 棟 E 棟 F 棟 
用途 事務所 小学校校舎 小学校校舎 
竣工年 不明 1980 年 1970 年 
構造種別 鉄骨造 鉄筋コンクリート造 鉄筋コンクリート造 
階数 4 階 3 階 地上 3階 
基礎形式 杭基礎 直接基礎 杭基礎 
構造
形式 
桁行方向 純ラーメン 純ラーメン 純ラーメン 




桁行方向 制振ダンパー 鉄骨ブレース 鉄骨ブレース，スリット 
（目的） （強度増大，変形制御） （強度増大） （強度増大，靱性改善） 
梁間方向 制振ダンパー 補強なし 補強なし 
（目的） （強度増大，変形制御） - - 
対象建物 G 棟 H 棟 I 棟 
用途 小学校校舎 屋内運動場 小学校校舎 
竣工年 1980 年 1973 年 1979 年 
構造種別 鉄筋コンクリート造 鉄筋コンクリート造 鉄筋コンクリート造 
階数 3 階 2 階 4 階 
基礎形式 不明 不明 不明 
構造
形式 
桁行方向 純ラーメン 耐震壁付ラーメン 純ラーメン 




桁行方向 繊維巻き補強，スリット 補強なし 鉄骨ブレース 
（目的） （靱性改善） - （強度増大） 
梁間方向 増設壁 水平トラス 補強なし 
（目的） （強度増大） （水平力伝達の補強） - 
 
第 4 章 建築物の耐震補強効果の評価への適用 
 

















表 4.2 対象建築物の耐震性能指標値 
建物 方向 
最小 Is 値 最小 q値 
補強前 補強後 補強前 補強後 
A 棟 
桁行方向 0.32 0.72 1.23 2.74 
梁間方向 0.65 0.70 1.66 1.69 
B 棟 
桁行方向 0.31 0.77 1.11 2.70 
梁間方向 0.50 0.86 1.77 3.04 
C 棟 
桁行方向 0.25 0.70 1.18 1.48 
梁間方向 0.56 0.74 1.67 2.13 
D 棟 桁行・梁間方向 不明 
E 棟 桁行・梁間方向 0.54 - 1.11 - 
F 棟 桁行・梁間方向 不明 
G 棟 桁行・梁間方向 0.26 - 0.88 - 
H 棟 桁行・梁間方向 0.25 - 0.29 - 
I 棟 桁行・梁間方向 0.24 - 0.77 - 
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(a) A 棟 (b) B 棟 (c) C 棟 
   
(d) D 棟 (e) E 棟 (f) F 棟 
   
(g) G 棟 (h) H 棟 (i) I 棟 
写真 4.1 対象建物の補強イメージ 
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)(m tFxcxkx =⋅+⋅+⋅                      （4.1） 
kmT /2π=                          （4.2） 
 
耐震補強工事の実施によって建物上部構造の固有周期の変化を把握するため，上部階と













表 4.3 対象建築物の 1次固有周期 
建物 方向 
1 次固有周期（秒） 変化率 
補強方法 
補強前 補強後 補強後/補強前 
A 棟 
桁行方向 0.293 0.269 0.92 強度増大型・靭性改善型 
梁間方向 0.186 0.165 0.89 強度増大型 
B 棟 
桁行方向 0.238 0.201 0.84 強度増大型 
梁間方向 0.155 0.146 0.94 靭性改善型 
C 棟 
桁行方向 0.488 0.500 1.02 靭性改善型 
梁間方向 0.488 0.476 0.98 強度増大型 
D 棟 
桁行方向 0.430 0.394 0.92 強度増大型・変形制御型 
梁間方向 0.500 0.455 0.91 強度増大型・変形制御型 
E 棟 
桁行方向 0.100 0.101 1.01 強度増大型 
梁間方向 0.180 0.180 1.00 - 
F 棟 
桁行方向 0.213 0.193 0.91 強度増大型・靭性改善型 
梁間方向 0.140 0.140 1.00 - 
G 棟 
桁行方向 0.269 0.269 1.00 靭性改善型 
梁間方向 0.218 0.200 0.92 強度増大型 
H 棟 
桁行方向 0.185 0.185 1.00 - 
梁間方向 0.185 0.185 1.00 伝達能力の向上 
I 棟 
桁行方向 0.277 0.269 0.97 強度増大型 
梁間方向 0.228 0.233 1.02 - 
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ルでも 1 次固有周期の変化により評価できることが確認された。1 次固有周期の変化によ
り簡単に補強効果の検証ができるから，耐震改修設計や耐震補強工事の精度の検査手法と
















ーリエ変換（屋上階）を )( fX R ，入力波形データのフーリエ変換（各階）を )( fX i とし，
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1 次固有周期（秒） 変化率 
補強方法 
補強前 補強後 補強後/補強前 
A 棟 
RF/3F 0.125 0.110 0.88 鉄骨ブレース・スリット 
RF/2F 0.196 0.174 0.89 鉄骨ブレース・スリット 
RF/1F 0.293 0.269 0.92 鉄骨ブレース・スリット 
B 棟 
RF/2F 0.140 0.130 0.93 外付フレーム 
RF/1F 0.238 0.201 0.84 外付フレーム・ブレース 
C 棟 
7F/5F 0.320 0.320 1.00 - 
7F/3F 0.394 0.394 1.00 炭素繊維巻き補強 
7F/1F 0.488 0.500 1.02 炭素繊維巻き補強 
D 棟 
4F/3F 0.394 0.110 0.28 制振ダンパー 
4F/2F 0.430 0.320 0.74 制振ダンパー 
4F/1F 0.430 0.394 0.92 制振ダンパー 
F 棟 
RF/3F 0.102 0.101 0.99 鉄骨ブレース（1構面） 
RF/2F 0.183 0.158 0.86 鉄骨ブレース（3構面） 
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表 4.5 対象建築物の入力階以上の振動系の固有周期（梁間方向） 
建物 階 
1 次固有周期（秒） 変化率 
補強方法 
補強前 補強後 補強後/補強前 
A 棟 
RF/3F 0.070 0.070 1.00 開口閉塞（L=2.5m 1 か所） 
RF/2F 0.097 0.095 0.98 開口閉塞（L=2.5m 1 か所） 
RF/1F 0.186 0.165 0.89 開口閉塞・増設壁（4枚） 
B 棟 
RF/2F 0.089 0.089 1.00 - 
RF/1F 0.155 0.146 0.94 炭素繊維巻き補強 
C 棟 
7F/5F 0.320 0.320 1.00 - 
7F/3F 0.394 0.353 0.90 増設壁・増打ち壁 
7F/1F 0.488 0.476 0.98 増設壁・増打ち壁 
D 棟 
4F/3F 0.366 0.240 0.66 制振ダンパー 
4F/2F 0.488 0.410 0.84 制振ダンパー 
4F/1F 0.500 0.455 0.91 制振ダンパー 
F 棟 
RF/3F 0.089 0.084 0.94 - 
RF/2F 0.137 0.128 0.93 - 













期は補強前の 0.84 倍になった。一方，梁間方向において，柱は炭素繊維補強した 1階の周
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いることが見られた。本建物において，現地に測定した波形により梁間方向の RF と 3F お
よび 2F の応答の差が小さいため，上部階を分離する時，卓越ピーク位置の判断がしにくい。 
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図 4.4 応答加速度波形 
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いるケースが見られた。本システムの振動リサージュ出力範囲は 64 点数から 8192 点数ま
でとなり，本実験ではリサージュの線形を表現するため，64 点としてプロットした。よっ
て，抽出した 1次振動リサージュは計測期間中の瞬時の結果であり，応答加速度レベルは
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（Before） （After） （Before） （After）
 
(a) A 棟               (b) B 棟 
（Before） （After） （Before） （After）
 
(c) C 棟               (d) D 棟 
（Before） （After） （Before） （After）
 
(e) E 棟               (f) F 棟 
（Before） （After） （Before） （After）
 
(g) G 棟               (h) I 棟 
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（Before） （After） （Before） （After）
 
(a) A 棟               (b) B 棟 
（Before） （After） （Before） （After）
 
(c) C 棟               (d) D 棟 
（Before） （After） （Before） （After）
 
(e) E 棟               (f) F 棟 
（Before） （After） （Before） （After）
 
(g) G 棟               (h) I 棟 
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(a) 耐震補強前             (b) 耐震補強後 
図 4.8 A 棟変位図（ハイパスフィルター0.5Hz） 
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表 4.6 1 次固有周期の比較（梁間方向） 




常時微動計測 0.488 0.476 0.975 
固有値解析 0.455 0.436 0.958 
 
梁間方向強度増大補強により 1 次固有周期の低減が見られたが，4 階までの補強により

















図 4.9 変形モード（計測結果） 
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(a) 耐震補強前            (b) 耐震補強後 
図 4.10 変形モード（構造解析結果） 
 
に構造解析結果を示す。計測データの任意 60sec 間データを取り出して，1 次固有周期の
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(a) 桁行方向              (b) 梁間方向 
図 4.12 H 棟変位図（ハイパスフィルター0.5Hz） 
第 4 章 建築物の耐震補強効果の評価への適用 
 











































第 4 章 建築物の耐震補強効果の評価への適用 
 










































第 4 章 建築物の耐震補強効果の評価への適用 
 


















前述の対象建築物のうち，耐震設計資料が残されていた建築物 A 棟，B 棟および C 棟を
検討対象として考察することとした。図 4.13に対象建築物 A棟，図 4.14に B棟，図 4.15
に C棟の概要と主な補強位置・方法を示す。3棟とも 1981 年新耐震設計法以前に建設され
た建物であり，第 2 次（3 次）診断法によって算定された耐震性能が現行規準を満足させ
なかったため，耐震補強が行われた。A 棟では桁行方向に鉄骨ブレースの設置および階段
室部の耐震スリットによる脆性解除，梁間方向には 1階に RC 壁を増設された。B棟では主
に桁行方向に外付けフレームおよび鉄骨ブレースを新設し，強度増大が図られている。地
上 8 階建ての C 棟では，1 階と 3 階の柱に炭素繊維巻き補強を行うことにより靭性改善，


















図 4.13 主な補強位置およびセンサ設置位置（A棟） 
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図 4.15 主な補強位置およびセンサ設置位置（C棟） 
 
A 棟の耐震補強設計において，梁のヒンジを考慮した第 3 次診断を採用し，その他はす
べて第 2 次診断法で診断が行われている。表 4.7，表 4.8 および表 4.9 に耐震診断および
補強設計資料より調査した検討対象建物（A棟，B棟および C棟）の層重量，設計層剛性お
よび算定方法を示す。A棟と B棟について，耐震補強後の層重量はわずかに増加している。
A 棟と B 棟の設計層剛性について，強度増大型耐震補強工事を実施した桁行方向は 1.3 倍
以上の増大率であった。また，A棟の梁間方向 1階の増設壁の設置により設計層剛性は 1.1
倍以上の増大率であり，耐震補強工事を実施しなかった階の層剛性変動率は 1.0 より近い
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大きいと考えられるが，計測は 7階床まで行ったため，上部の 7と 8階を除いて考察し，
設計誤差を小さくするように工夫した。 
 







補強前 補強後 補強前 補強後 補強前 補強後 
桁行 
3 7505 7634 1.017 10540 19036 1.806 
精算法 精算法 
2 7605 7685 1.011 11554 20106 1.740 
1 7553 7716 1.022 17301 23074 1.334 
梁間 
3 7505 7634 1.017 14825 14546 0.981 
2 7605 7685 1.011 15486 15521 1.002 
1 7553 7716 1.022 16511 18583 1.125 
注：変化率=耐震補強後の値/耐震補強前の値 
 







補強前 補強後 補強前 補強後 補強前 補強後 
桁行 
2 16353 17289 1.057 41358 57119 1.381 
精算法 精算法 
1 17750 19859 1.119 30710 50944 1.659 
梁間 
2 16353 17289 1.057 104965 109357 1.042 
1 17750 19859 1.119 107372 107640 1.002 
注：変化率=耐震補強後の値/耐震補強前の値 
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補強前 補強後 補強前 補強後 補強前 補強後 
桁行 
8 19388 18322 0.945 38894 38941 1.001 
略算法 精算法 
7 15499 15231 0.983 37059 42458 1.146 
6 15552 15151 0.974 36758 42585 1.159 
5 15686 15226 0.971 36556 44041 1.205 
4 15671 15364 0.980 37338 45309 1.213 
3 15684 16679 1.063 35807 53892 1.505 
2 17032 17096 1.004 35448 60276 1.700 
1 17745 17533 0.988 72208 82768 1.146 
梁間 
8 19388 18322 0.945 58031 24567 0.423* 
7 15499 15231 0.983 55509 33709 0.607* 
6 15552 15151 0.974 50590 40312 0.797* 
5 15686 15226 0.971 49679 49074 0.988 
4 15671 15364 0.980 47216 65547 1.388 
3 15684 16679 1.063 46548 83605 1.796 
2 17032 17096 1.004 57345 104304 1.819 




なお，C棟の 7と 8階は検討対象外とする（次節による）。 
 
4.4.2.2 解析モデル 
本研究では，一般的な解析方法である 1 自由度の振動特性に着目し 4.16），鉛直方向の 1
次振動モードの抽出に適したセンサの配置を計画した。先の図 4.13，図 4.14および図 4.15
に無線加速度センサの配置方法を示した。A 棟と B 棟は各階の床に設置したため，解析は
各階床レベルを 1 質点として縮約する。そして，1 次振動モードに対する固有周期，振動
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約後）の検討は省略した。縮約構造モデルの質量は，原モデルの各層の質量を上層側の縮
約代表位置において単純に加えたものとする。 )1(ω と )1(ϖ は原モデルと縮約構造モデルの 1
次固有円振動数を表す。1 次固有円振動数を不変値とし，原モデルの縮約代表位置におけ
る 1次モード成分比 )1(8)1(2 /uu と，縮約構造モデルの 1次モード成分 )1(4)1(1 / ’’ uu が等しくなるこ
とをモデルの等価条件とする。よって，縮約構造モデルの層剛性 ik は式 4.4のように求め
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表 4.10 設計剛性と「1質点系法」より算定された推定剛性の比較 
建物 方向 算定方法 





設計剛性 6996 11318 1.62 
推定剛性 9672 13954 1.44 
梁間 
設計剛性 8490 8850 1.04 
推定剛性 57394 62056 1.08 
B 棟 
桁行 
設計剛性 24793 39582 1.60 
推定剛性 25761 47159 1.83 
梁間 
設計剛性 78650 81058 1.03 
推定剛性 53725 72582 1.35 
C 棟 
桁行 
設計剛性 8957 11803 1.32 
推定剛性 7552 9937 1.32 
梁間 
設計剛性 11650 15679 1.35 
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に，片廊下型建物の壁のモデル化が原因で，A棟の梁間方向の層剛性は約 30 倍（1階）の 
 
表 4.11 設計剛性と「卓越周期法」により算定された推定剛性の比較 
建物 方向 階 算定方法 






設計剛性 10540  19036  1.81  
推定剛性 19500  25500  1.31  
2 
設計剛性 11554  20106  1.74  
推定剛性 21000  29000  1.38  
1 
設計剛性 17301  23074  1.33  
推定剛性 15000  18100  1.21  
梁間 
3 
設計剛性 14825  14546  0.98  
推定剛性 61500*  62500*  1.02  
2 
設計剛性 15486  15521  1.00  
推定剛性 107500*  109000*  1.01  
1 
設計剛性 16511  18583  1.13  




設計剛性 41358  57119  1.38  
推定剛性 34100  40500  1.19  
1 
設計剛性 30710  50944  1.66  
推定剛性 31800  50000  1.57  
梁間 
2 
設計剛性 104965  109357  1.04  
推定剛性 83500  87500  1.05  
1 
設計剛性 107372  107640  1.00  




設計剛性 20769  24684  1.19  
推定剛性 43500  40000  0.92  
2’(縮約) 
設計剛性 19988  27369  1.37  
推定剛性 53900  51500  0.96  
1’(縮約) 
設計剛性 25979  38237  1.47  
推定剛性 50500  48500  0.96  
梁間 
3’(縮約) 
設計剛性 28325  25666  0.91  
推定剛性 34000  33000  0.97  
2’(縮約) 
設計剛性 25604  41113  1.61  
推定剛性 57000  81000  1.42  
1’(縮約) 
設計剛性 29344  68333  2.33  
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について検討した結果，時間軸において 1次固有周期をもとに 0.2Hz 幅のバンドパス
フィルター処理により応答せん断力と層間変位を求める。層間変形および層せん断力
の算定方法を式 4.5と式 4.6に示す。耐震補強前後の層重量 km は設計資料より参照し
た。 
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この手法により得られた A 棟の耐震補強前後の応答せん断力-応答層間変位（Q-D）関係































































































































































図 4.19 応答せん断力-応答変位曲線（A棟梁間方向） 
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図 4.21 応答せん断力-応答変位曲線（B棟梁間方向） 
第 4 章 建築物の耐震補強効果の評価への適用 
 
- 67 - 
 

































































































































































図 4.23 応答せん断力-応答変位曲線（C棟梁間方向） 
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表 4.12 設計剛性と「応答-変形法」より算定された推定剛性の比較 
建物 方向 階 算定方法 






設計剛性 10540  19036  1.81  
推定剛性 14515  20987  1.45  
2 
設計剛性 11554  20106  1.74  
推定剛性 17587  32192  1.83  
1 
設計剛性 17301  23074  1.33  
推定剛性 22638  35193  1.55  
梁間 
3 
設計剛性 14825  14546  0.98  
推定剛性 68225  61924  0.91  
2 
設計剛性 15486  15521  1.00  
推定剛性 174170  185060  1.06  
1 
設計剛性 16511  18583  1.13  




設計剛性 41358  57119  1.38  
推定剛性 29874  44761  1.50  
1 
設計剛性 30710  50944  1.66  
推定剛性 38713  68391  1.77  
梁間 
2 
設計剛性 104965  109357  1.04  
推定剛性 49605  88956  1.79  
1 
設計剛性 107372  107640  1.00  




設計剛性 20769  24684  1.19  
推定剛性 39866  34031  0.85  
2’(縮約) 
設計剛性 19988  27369  1.37  
推定剛性 48012  42806  0.89  
1’(縮約) 
設計剛性 25979  38237  1.47  
推定剛性 62516  61866  0.99  
梁間 
3’(縮約) 
設計剛性 28325  25666  0.91  
推定剛性 33303  30350  0.91  
2’(縮約) 
設計剛性 25604  41113  1.61  
推定剛性 39947  45085  1.13  
1’(縮約) 
設計剛性 29344  68333  2.33  






両者の値を比較した。その結果，「1 質点系法」より算定された全体剛性の変化率は 3 棟
ともに 1.0 より近い位置に集中していることが分かった。「卓越周期法」および「応答変
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形法」より検討された A棟および B棟については概ね，設計層剛性と推定層剛性は対応し
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計測対象の橋梁の外観を写真 5.1，橋梁の劣化状況を写真 5.2 に示す。橋梁の諸元を表
5.1に示す。対象橋梁の下部工はRC門型ラーメン，上部工はゲルバーT桁のRC橋梁であり，
昭和 16 年の竣工から 72 年（計測時までの年数）が経過している。なお，昭和 45 年に下流
側に歩道橋が増設され，昭和 46～47 年に主桁コンクリート剥離部が樹脂系モルタルで部分
的に補修された。さらにその後，橋梁下面の一部に鋼板接着補強及びゲルバーヒンジ部の










写真 5.1 対象橋梁の外観 
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写真 5.2 対象橋梁の劣化状況 
 
表 5.1 対象橋梁の諸元 
場    所 広島県と山口県の県境 
建 設 年 昭和 16 年（経過 72 年） 
上 部 工 8 径間 RC-T 桁ゲルバー橋（5主桁） 
下 部 工 鉄筋コンクリート門形ラーメン 
橋    長 168.3 m（全長） 

















(a) 実験用大型バス及び車内センサ設置 (b) 床版に設置したセンサ 
写真 5.3 試験状況及びセンサの設置イメージ 
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図 5.1に対象橋梁の概略図及び各実験ケースの計測位置を示す。同図に示すように，基
本的に計測は 8径間（スパン）のうち P3 と P4 間のスパンを対象とした。図 5.1（a）に示
す CASE-1（線状配置）の計測では，対象橋梁の幅員方向の片側において，5台の加速度セ
ンサ（Type A）を橋梁の長手（橋軸）方向に設置した（図中の N3～N7）。また，橋梁端部
から少し離れた地盤面（図中の N1），隣接スパンの中央（図中の N2）にもセンサを 1台ず
つ設置した。なお，N3 と N4 の間，N6 と N7 の間にゲルバー梁のヒンジが設置されている。
図 5.1（b）に示す CASE-2（面状配置）では，橋梁の平面的な振動特性を抽出するため，P3























21,750 21,750 21,750 21,750 21,750 21,750 17,07517,075
17,100 17,100













P4P1A1 P2 P3 P5 P6 P7 A2


























21,750 21,750 21,750 21,750 21,750 21,750 17,07517,075
17,100 17,100













P4P1A1 P2 P3 P5 P6 P7 A2




(b) CASE-2 の実験における Type A センサの設置位置 
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図 5.1 対象橋梁と Type A センサの設置位置 
 
常時微動はサンプリング周波数 100Hz，計測時間 300 秒，加速度入力タイプは DC として
計測した。また，大型バスの通過による振動実験では，床版上で常時微動計測と同じ Type 
A の無線加速度センサを使用し，さらにバス車内の床面に Type B のセンサを設置して車両
の走行時振動を計測した。なお，通過車両の速度の影響を考察するため，バスの走行速度
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図 5.2 計測区間床版中央鉛直方向の伝達関数（地盤に対する） 
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表 5.2 FEM 解析条件 
項  目 内  容 
解析タイプ 線形静的解析 








表 5.3 振動数の比較（鉛直方向） 
項  目 
振動数（Hz） 
1 次たわみ 1 次ねじれ 2 次たわみ 2 次ねじれ 3 次たわみ 
常時微動 
計測値 
3.52 4.74 6.13 7.41 10.00 















(a) 常時微動測定結果    (b) 固有値解析結果 
図 5.3 変形モードの比較 
 
一次固有振動数において，常時微動測定結果では 3.52Hz，固有値解析では 3.55Hz と得
られた。解析結果と振動計測結果から求めた固有振動数は，若干の差があるが，振動モー
ドには大きな相違は認められなかった。ただし加速度センサによる計測から橋梁床版の振
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5.4 に示す。図中，矢印で示された P3 と P4 の区間が計測対象の橋梁をバスが通過したと
きの計測波形である。同図(a)はバス速度約 20km/h，同図(b)は約 40km/h で通過した時の
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M6 P3 P4隣接橋梁 計測区間
 












M6 P3 P4隣接橋梁 計測区間
 
(b) バス速度 40km/h の床版中央応答加速度波形 
















図 5.5 大型バスの応答加速度波形（バス速度 40km/h） 
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20km/h 30km/h 40km/h 
橋軸直交 橋軸 鉛直 橋軸直交 橋軸 鉛直 橋軸直交 橋軸 鉛直 
② 3.45 1.43 2.19 3.60 2.53 10.01 6.79 2.88 3.41 
③ 2.43 2.12 12.53 4.86 1.74 9.49 4.35 5.66 32.32 
④ 4.72 1.63 2.61 3.41 3.07 12.28 6.22 2.67 3.88 
⑤ 7.23 1.35 3.97 3.53 2.72 13.17 8.01 4.18 6.79 
⑥ 3.65 2.95 36.31 4.84 2.83 11.96 9.11 5.74 41.39 




表 5.5 卓越振動数及び減衰定数（鉛直方向） 
項  目 常時微動 
大型バス通過 
20km/h 30km/h 40km/h 
卓越振動数（Hz） 3.52 3.41 3.41 3.41 
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(a) 鉛直 1次モード（常時微動 CASE-2） (b) 鉛直ねじれ（常時微動 CASE-2） 
  
(c) 鉛直 1次（バス通過 CASE-2） (d) 鉛直 1次（常時微動 CASE-1） 
図 5.6 振動モード 
 
バス通過時，橋梁床版全体の変形モードを把握するため，計測から得られたデータを
0.1Hz 以下の低周波数領域のノイズをカットし，ハイパスフィルターをかけて 2 回積分を
して変位を算定した。図 5.7にバス通過時橋梁床版の鉛直方向の変形の概念を示す。橋脚
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(b) バス速度 40km/h  
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 Time(sec) Time(sec) Time(sec) 
 (a) バス速度 20km/h (b) バス速度 30km/h (c) バス速度 40km/h 
図 5.8 バス通過時における橋梁床版変位の経時変化（バス下り走行時） 
 
バスが測定区間（P3～P4 間）の隣接支間から進入（P2～P3 間）と退出（P4～P5 間）時，
その隣接支間の中央位置に通過時は計測区間（P3～P4 間）の上り変位は最大とし，同様に，
計測区間の中央位置に通過時のたわみを最大下り変位と仮定する。そして，バス通過時の
移動周期 ）（ secT は式 5.1 に示すように算定する。算定された移動周期と計測より推定さ
れた移動周期（図 5.8参照）の比較は表 5.6に示す。 
 
L/VT                               （5.1） 
   
ここに， 
    T：バス通過時の移動周期（sec） 
    L：バス通過スパン長（m） 
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表 5.6 移動周期の比較 
項  目 
移動周期T（sec） 
20km/h 30km/h 40km/h 
算定値（式 5.1） 8.00 5.33 4.00 
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ート床版工事は平成 24 年 3 月～平成 24 年 12 月 28 日に行われた。振動計測は 2回に分け





写真 5.4 対象橋梁の外観 
 
 
図 5.9 対象高架橋断面図（上部工） 
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表 5.7 振動計測時のコンクリート材齢 
部 位 ロット コンクリート材齢（日） 
第 1回計測時 第 2回計測時 
車道床版 
① 9 日 58 日 
② 5 日 54 日 
③ 1 日 50 日 
④ － 46 日 
⑤ － 42 日 
歩道床版 － － 81 日 
 
第 1回目の計測時において，ロット①は材齢 9日，ロット②は材齢 5日，ロット③は材
齢 1日であり，高さ 980mm の道路側面壁のコンクリートは未打設の状態であった。第 2回
目計測は第 1回目計測から 7週間後に行った。このとき，ロット①は材齢 58 日，ロット②







写真 5.5 振動計測の様子 
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(a) 第 1 回目計測 
 
(b) 第 2 回目計測 
図 5.11 橋軸方向の測定位置 
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図 5.13 鉛直方向の応答加速度フーリエスペクトル 
 
表 5.8 固有振動数（Hz） 
モード 第 1回目計測 第 2回目計測 
橋直 1次 2.83 2.83 
鉛直 1次 2.15 2.25 




は，第 1回目のⅠ-①～Ⅰ-③と第 2回目のⅡ-①～Ⅱ-⑤がほぼ同じ位置の 2.83Hz に 1 次の
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と 2.54Hz の 2 つ代表的なピークが存在していることが確認された。材齢が 4週間を超えた
第 2回目のⅡ-①～Ⅱ-⑤が 2.25Hz と 2.73Hz の 2 つ代表的なピークが確認された。振動モ
ード図によると，2.15Hz 及び 2.25Hz は鉛直方向の 1次振動数，2.54Hz 及び 2.73Hz は鉛直
方向の 2次振動数であることが確認できた。以上，コンクリート材齢と床版の固有振動数
の関連性が明らかになった。材齢 1週間程度から材齢 4週間以上の経過に伴い，鉛直方向
の 1次振動数が 4.7%，2 次振動数が 7.5%の増大率が見られた。新設（建設中）道路橋構造
物は老朽道路橋構造物と同様に，剛性に大きい影響が出る程度の強度変化が有れば，振動
数により健全性を定量的に評価できると考えられる。 

















































図 5.15 鉛直方向の応答フーリエスペクトルの変化 
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表 5.9 固有値解析条件 
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表 5.10 固有値解析及び振動計測の振動数の比較 
項  目 
振動数（Hz） 
橋直方向 鉛直 1次 鉛直 2次 
微動計測（第 2回目） 2.83 2.25 2.73 
固有値（FEM）解析 2.94 2.17 2.85 
 
   
鉛直 1次（2.17Hz）  鉛直 2次（2.85Hz）  橋直方向（2.94Hz） 
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CASE センサの配置位置 代表的な振動モード 
1 
 
   





第 2 支間（橋軸） 橋直 1次（2.83Hz）鉛直 1次（2.15Hz） - 
3 
 
   
ロット 3（橋軸）） 橋直 1次（2.83Hz）鉛直 1次（2.15Hz） 鉛直 2次（2.54Hz） 
4 
 
   
第 2 支間（橋直） 橋直 1次（2.83Hz）鉛直 1次（2.15Hz） 鉛直 2次（2.54Hz） 
5 
 
   




全橋北側（橋軸） 橋直 1次（2.83Hz）鉛直 1次（2.25Hz） 鉛直 2次（2.73Hz） 
図 5.18 振動モード図（線状配置） 
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CASE センサの配置位置 代表的な振動モード 
7 
 
   
ロット 1 橋直 1次（2.83Hz）鉛直 1次（2.15Hz） 鉛直 2次（2.54Hz） 
8 
 
   
第 1 支間 橋直 1次（2.83Hz）鉛直 1次（2.15Hz） 鉛直 2次（2.54Hz） 
9 
 
   








全橋（橋脚上部） 橋直 1次（2.83Hz）鉛直 1次（2.25Hz） - 
12 
 
   
第 1～3 支間 鉛直 1次（2.25Hz）鉛直 2次（2.73Hz） ねじれ（3.72Hz） 
図 5.19 振動モード図（面状配置） 
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では 2.15Hz，2.25Hz と 2.54Hz，2.73Hz の 2 つの代表的なピークが存在した（図 5.13
参照）。これに対しロット②部分スパンでは代表的なピークは 1つ（2.15Hz，2.25Hz）











図 5.20 推定された対象高架橋全体の鉛直振動モード 
 
④ 固有値解析により得られた振動モード（図 5.17 参照）を比較すると，鉛直方向 1
次及び橋直方向の振動モードは一致していることが分かった。鉛直 2 次において，
ほぼ同じ傾向が認められたが，センサの設置数の原因で全橋に渡って節が現れない
第 5 章 道路橋床版劣化診断への適用 
 
- 98 - 
 
ところもあった。 
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図 5.23 当該振動領域の振動モード（加速度） 
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図 5.25 振動モードの比較 
 
振動モード図によると，橋直方向の振幅はバンドパスフィルター幅が 1.0Hz のときがも
っとも大きく，0.6Hz，0.2Hz の順に小さくなっている傾向が認められる。幅 1.0Hz より，
0.6Hz と 0.2Hz の方はもっと単純なモードが示された。また，右下の鉛直成分図に見ると，
幅は 1.0Hz の時鉛直方向の連成振動の影響が大きく現れた。鉛直 1次と 2次モードでは，
橋直方向と同様にフィルター幅が狭くて振幅が小さくなる。鉛直 2次モードを見ると，幅
は 0.2Hz の時に単純な振動モードであることが確認された。固有値解析結果と比較すると，
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写真 5.6 点検通路を活用したイメージ 
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計測点の削減と省力化を考えるうえで 2 段階を設定し検討する方法とする。2 段階の計
測レベルは下記を目的としている。 
 第 1段階計測レベル 
橋梁床版全体にセンサを分散配置し，各スパンにおいて他と異なる振動性状を示し
ていないかを確認。 
 第 2段階計測レベル 
第 1段階計測によって他と異なる支持スパンについて，センサを集中的に設置して，
そのスパンの振動性状を詳細に調査する。 














































図 5.26 床版損傷検知の検討ルート（第ｎ次調査の場合） 
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5.3.2.2 計測実験 
本研究では，2014 年から 2015 年までに 6 箇所の道路橋床版を対象とし計測実験を行っ
た。計測では振動モードなどの振動特性を同定するため，様々な計測ケースを実施したが，
本論では床版劣化検知手法の確立を目的として，主に図 5.28に示すように橋軸方向に沿っ






A1 A2P1 P2 A2P1 P2
（第2段階計測レベル）
 
図 5.28 検討イメージ（配置方式） 
 
5.3.2.3 計測対象道路橋 
計測対象橋梁の概要を表 5.11に，外観を写真 5.8に示す。 
 
表 5.11 計測対象橋梁概要 
橋梁
名称 


















RC 床版 232.0 - 
第 1段階計測 
第 2段階計測 

















RC 床版 205.0 - 第 2段階計測 
E-2 1990 年 - RC 床版 - - 第 2段階計測 
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（a） 橋梁 A （b） 橋梁 B 
  






（e） 橋梁 E-1 （f） 橋梁 E-2 
写真 5.8 計測対象橋梁外観 
 
提案した検討ルートの第 1段階計測レベルの検討は橋梁 A，B，Cの床版を対象とし，第
2段階計測レベルは橋梁 A，B，C，D，E-1，E-2 の床版を対象とした。 
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表 5.12 固有振動数（鉛直方向） 
        橋梁 
振動数（Hz） 
A B C D E-1 E-2 
1 次たわみ 1.46 1.07 2.34 2.93 1.95 2.34 
2 次たわみ 2.44 1.66 4.30 8.80 3.32 3.52 





たわみ 1次 たわみ 2次 たわみ 3次 
A 
P5 P6 A2











A1 P1 P2 A2
N2 N3 N4 N5 N6
 
図 5.29 代表的な振動モード図 
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きい順に 20sec 区間を 10 個選定して抽出する。 
② その 10 個区間ごとに各区間の最大応答加速度の絶対値を抽出しプロットする。橋
梁全体を配置した橋 A，橋 B，橋 Cにおいて，橋 Aは全測定区間の通信信号の断続



































図 5.30 床版の最大応答加速度変化曲線（橋 B） 
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各支間中央部に設置された N1，N4，N7 の応答加速度は大きいことを予想していたが，同図














    
（b） ひび割れ詳細        （c） 支配モード 
図 5.31 損傷発生区間の状況（橋 B） 
 
一方，同様な手法を用いて，橋 Cの床版の最大応答加速度変化曲線を図 5.32に示す。橋
Bとほぼ同じ形状の 3支間橋梁であり，橋 Cは 2010 年に建設された比較的新しい橋梁であ
る。中央橋脚部の応答が小さく，各支間中央部の応答はほぼ同じレベルであった。A2 端付
近の床版はほかの部分より厚いため，N6 位置の応答加速度は N2，N4 よりやや小さい値を




第 5 章 道路橋床版劣化診断への適用 
 






















A1 P1 P2 A2
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（a） ひび割れ無し            （b） ひび割れ有り 
図 5.33 床版の最大応答加速度変化曲線（橋 E-1） 
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図 5.33によると，左右対称支間 P2～P3，P4～P5 の応答加速度レベルの差が確認できた。
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（e） 橋 E-1 床版             （f） 橋 E-2 床版 
図 5.34 床版の最大応答加速度-応答変位関係 
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局部に軽微なひび割れは本手法により特定できなかった。また 2010 年に建設された橋 C
について，橋脚付近床版（N5）にひび割れが見られたが，健全部（N3）との差が大きく現
れていなかった。しかし，N3 と比べると，応答加速度や変位の絶対値が大きいことが分か
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6） 本論の研究対象において，第 1段階と第 2段階計測レベルを使用し検討した結果，
目視で損傷が見られた区間の応答加速度変化曲線の変化（傾き）が大きいことが見
られた。応答-変形関係図によると，損傷が発生する区間のグループ（割線剛性）が
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